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1　東アジア・東南アジアにおける国境を越えた経済活動の活発化と域内分業
現在、東アジア（狭義に中国・韓国など東北アジア地域を指す）および東
南アジアでは、市場経済のグローバルな拡大を基礎に、企業活動の国際的展
開が進行してきている。一方、国境を越えた「人の移動」がかつてない規模
で生じている。これらの現実は、「事実上の地域統合」とも呼ばれている
（平塚編 2006）。この研究では、東アジア・東南アジアで顕著に拡大してい
る域内分業の現実について検討し、社会学の研究課題を明らかにする。
地域統合とは、財やサービスの移動に対する国家間の障壁が削減されて、
一定の地域内で、国境を越えた経済活動と「人の移動」が活発化することを
いう。東アジア・東南アジアでは、地域内における企業をはじめとした経済
主体が国際的な連携を強化し、多様な地域内分業のネットワークを構築し拡
大している。こうした国境を越えた経済活動と「人の移動」の活発化は、国
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家間における地域内の貿易協定の締結へとつながり、さまざまな自由貿易協
定や経済連携協定が実現されている。また 2015年には、ASEAN諸国によ
る東南アジア経済共同体が発足した。
地域統合の進行は、ヨーロッパ連合のように政治制度の統合へと向かう場
合がある。一方、北アメリカの NAFTAには政治制度の統合はない。東アジ
アには、政治制度を統合しようとする動きは 2015年時点ではほとんど見ら
れない。しかし、東アジア・東南アジアでは、国境を越えた企業活動による
地域内分業構造の形成が、世界の他の地域にも増して大きく進んでおり、
「人の移動」も活発化している。工業生産ではすでにグローバルな一極を形
成しており、さらに人口の規模と動態から見て巨大な潜在力をもつ地域であ
ることに疑いの余地はない。
本論文では、地域としての一体化が強力に進みつつある東アジア・東南ア
ジアを、社会学的な視角から認識し、東アジア・東南アジアと現代日本社会
との関係を解明する。まず、日本の社会学による東アジア・東南アジア研究
の可能性について、簡単な研究回顧とともに検討する。次に、東アジア・東
南アジアにおける域内分業の拡大を、国際的な企業活動、巨大な産業集積の
形成などの典型的な諸事例を通じて明らかにする。また、この地域では、大
規模な人口転換と「人の移動」が生じていることを考察する一方、世界的に
も言語と宗教の多様性・異質性が高いことを明らかにする。以上を踏まえ
て、東アジア・東南アジアと現代日本社会の関係性とその変動傾向につい
て、産業、労働、地域社会などの側面から考察を加える。
2　日本の社会学によるアジア研究の可能性
（1）　日本の社会学からアジアへの視線
日本の社会学は、第二次大戦以前から、アジア社会の現実に関心を向けて
きた。日本の産業社会学および労働社会学の先駆者である尾高邦雄（1995）
は、海南島少数民族の黎族を対象とした詳細な研究や、海南島海口市少市街
における手工業者の同職結合についての研究を残している。東アジアをはじ
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めとしたアジア諸国・地域を対象として、伝統的な社会構造の変動と産業
化・都市化や人口の動態などについて考察するとき、日本社会学の先行業績
として注意を引くのは、福武直の農村社会学である。福武直は、1940年代
から中国をはじめとしたアジア諸国の農村を対象として社会発展の課題を考
察した。福武（1976a）は、日本の農村に対する社会学的研究の蓄積を背景
に、華中農村および華北農村の社会構造について詳細な経験的研究を行って
いる。さらに、インドや欧米にもその視野を広げた（福武 1976b）。時代を
下って、1960年代以降、中国をはじめとしたアジア社会における人口増大
と産業化の動向について見るとき、若林敬子による中国人口問題の研究が興
味を引く。若林は、人口社会学を独自に発展させる仕事のなかで、特に、中
国と日本を対象として人口動態の変化と社会構造・社会変動との相互連関に
ついて詳細な知見を蓄積している（若林 1989）（1996）（若林・聶海松編著
2012）。
このように、日本の社会学には、地域社会や産業・労働の領域でアジア社
会に関心を向けたいくつかの業績を見ることができる。しかしそれらは、日
本社会学の発展のなかで、何らかの潮流を作り出すほどの規模をもつもので
はなかった。
むしろ、日本の社会学は、欧米の社会学からの圧倒的な影響を受けながら
も、自ら体系的な理論を構築していくことを志向した。たとえば、吉田民人
は、社会システム論や主意主義的行為論を吸収して独自の社会変動論の発展
をはかり、「自己組織性の情報科学」（1990a）「情報–資源処理パラダイム」
（1990b）や「生活空間の構造–機能分析」（1991）などを提起している。富
永健一（1986）（1997）は、社会学的交換理論や新古典派経済学を強く意識
しながら経済現象を対象とした社会学理論を構築してきた。そのなかでも、
特に市場的交換と企業組織について、また社会変動と価値システムについて
の理論的考察は、現代のアジア社会を対象とする研究にとって手がかりとな
る。また、アジア社会の文明的・価値的な多様性に対しては、見田宗介
（2011）による価値意識についての論述、作田啓一（1972）による価値の社
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会学などが示唆に富んでいる。
（2）　国境を越えた理論枠組とアジア研究
1980年代に入るころから、日本の社会学者のなかに、全体社会を国民社
会と等置することへの反省が顕在化してきた（庄司 1999）。それまで、多く
の社会学は、全体社会の範囲として国民社会を置くことを自明の前提として
きた。国際社会は、多くの場合、全体社会相互間の事柄と見なされた。
ところが、すでに当時から、世界の社会学に対して、既存の開発経済学 
への根源的批判に端を発した従属理論が大きな影響を与えており、世界を単
一のシステムと見る仮説も提起されていた（Wallerstein 1974）（Arrighi 
2007）。そして、工業化を遂げて脱工業段階に入った諸国に本拠を置く巨大
企業による、国境を越えた活動の強い支配力が関心を集める一方で、経済発
展の進まない諸国・地域の大量貧困は人類的な解決課題として意識されてい
た。他方で、この時期、東アジアのいくつかの地域は新たに産業発展を遂げ
て自律的な経済主体を生み出し始めている。同時に、社会主義を標榜する諸
国が市場メカニズムを導入して改革を進めた。産業化を遂げた諸国の福祉社
会モデルは、国家財政危機の現実に直面して、規範としての性格を喪失し
た。そして 1980年代末には、東西冷戦の終結を迎えることになる。
こうした現実を意識した社会学者が求めたのは、国民国家という枠組みを
前提とするのではなく、一方でグローバルな空間における生産や交易、人的
移動を視野に収めるとともに、他方、それまで国家を支えてきた地域社会な
ど内的な空間と、そこから社会を形成していく潜勢力とに関心を注いだ理論
枠組だった。東アジアと南ヨーロッパの地域間比較から国家と社会について
論じる研究（古城 2011）、ヨーロッパ地域統合の社会学的諸側面を問題とす
る著述（宮島 2010）、また、地域社会や国家といった空間的な社会形態の間
で移動する人々の教育や家族生活を関心の対象とした労作（佐久間 2011）
（2015）（宮島（2014a）（2014b）が著されている。これらは、従来の単なる
移民研究や、国際社会学の欧米からの輸入・紹介ではなく、社会学の視点か
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ら国家を越えた地域を研究するきっかけを作った。しかし、国境を越えて拡
大を続ける企業による生産や交易の諸活動は、十分に認識されていない。ま
た、グローバルな市場における諸資源の動きについての経験的研究は展開さ
れていない。
一方、現在の日本には、領域を越えて多様なディシプリンを活かしながら
地域としてのアジアを研究するアジア研究の成果がすでに豊富に蓄積されて
きている（1）。こうした知見をも社会学に取り込み、また経済学や経営学の研
究成果も十分に参照しながら、東アジアから発想する自省的な社会学を発展
させることが、現代日本の社会学者にとって課題である。
3　 東アジア・東南アジアにおける域内分業の拡大―フラグメンテーション
と巨大都市・産業集積―
（1）　域内分業の拡大と社会変動をもたらす内的メカニズム
東アジアおよび東南アジアで進行する域内分業の拡大については、これま
で、国際経済などの研究者たちによって、域内貿易の比重の増大など、マク
ロデータにもとづく議論などが進められてきた（平塚編 2006）（馬田・木村
編著 2008）。1980年から 2003年までの間に、中国、日本、韓国、台湾、香
港と、ASEAN10か国を合わせた東アジア・東南アジア諸国による国際貿易
の総額は、5654億ドルから 3兆 6480ドルへと 6.5倍に増大したのに対し
て、同地域の域内貿易額は 1973億ドルから 1兆 9109億ドルへと 10倍に拡
大している（平塚編 2006: 3）。
今日、東アジア・東南アジアにおける経済的な一体性がますます高まるな
かで、社会学的視点から見て重要なのは、国境を越えた生産分業構造の拡大
による地域内における相互依存性の深化や、各国のそれぞれ異なる人口動態
から創り出された国境を越える「人の移動」といった、社会構造的な諸要因
である（2）。
2010年代においては、生産分業構造の拡大と深化を構成する諸現象のな
かでも、特に、生産のフラグメンテーション（fragmentation）と、産業の
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空間的な集積という、二つの事実が重要である。生産のフラグメンテーショ
ンとは、国境を越える企業活動、あるいは企業グループの多国籍的な展開に
よって、何らかの工業製品の生産が一国の範囲で完結することなく、国・地
域の境を越えて、時には東アジア・東南アジア全体にまで至る広い範囲で進
められている現実を指す。他方、産業集積は、人的資源や原材料資源の有効
利用の観点から見た立地の優位性にもとづいて、生産と流通の拠点が特定の
地域に空間的に集中するという顕著な事実である。これは産業化にともなう
都市化・都市形成の観点から強く関心を引く事実であるとともに、後で検討
する「人の移動」と深く関わっている。
（2）　 生産のフラグメンテーションの事例―日本とインドネシア、韓国とベ
トナム―
一般的命題は個別事例を離れては存在しない。一般性は個々の事実の背後
に潜在している。ここでは、乗用車の生産と、個人用情報通信機器の生産と
いう、今日の大衆化した消費市場にむけた大量生産の代表的事例を取りあげ
る。
トヨタ自動車は、アジアにおける海外生産の拠点を、従来のタイだけでな
く、インドネシアにも設置して国際的な生産を拡張している。トヨタ自動車
を頂点とする企業グループは、高付加価値の部品・ユニット、高度な開発技
術を要する部品・ユニットは主として日本国内で生産する。他方、汎用的な
部品、開発的な要素の少ない部品類は、中国や、インドシナを始めとした東
南アジア諸国で生産する。そして完成車の組立はインフラが整い人的資源が
有効利用できるインドネシア、ジャワ島のカラワン工場で行われる。カラワ
ンでは、1998年に第一工場が、2013年には第二工場が生産を開始した。そ
の完成車とエンジンは、拡大を続けるインドネシアの四輪車市場だけでな
く、広く ASEAN域内に輸出され、さらには ASEAN域外である中東諸国へ
も輸出されている（中村 2013a）。
一方、サムスン電子の携帯電話器は、アメリカ・アップル社の製品と世界
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市場のシェアを競っている。高付加価値・開発的な部品やユニットは、韓国
国内の製造拠点である亀尾（クミ）の工場で製造される。三交代で 24時間
の操業には、雇用許可制にもとづく国際的移住労働者の就労もあると見られ
る。汎用部品の製造は、中国と東南アジアで行われる。そして、完成品への
組立が、2009年以降、ベトナム北部のバクニンとタイグエンとに相次いで
設けられた二つの巨大な生産拠点で行われている。ベトナムでは、労働力が
豊富であるだけでなく、現地政府がインフラ整備と社会制度上の優遇などに
よって積極的に操業条件を整えている。そこで完成された情報機器は、全世
界の市場へと輸出されている（中村 2013b）。
（3）　 工業地帯と国際都市―珠江デルタ産業集積と巨大都市ソウルの事例―
東アジアにおいて巨大な産業集積と国際都市を形成した代表的な事例は、
中国南部の珠江デルタと、韓国のソウルとにある。
「世界の工場」とも呼ばれる中国南部・広東省の珠江デルタには、家庭用
電気機器を始めとした機械・機器類の組立産業が集積している。珠江デルタ
を特徴づける社会形態的要因は三つである。第一は、「前店後廠」と呼ばれ
る、香港と広東省 9都市（3）との間の地域間分業である。国際都市である香港
は情報と物流と金融のハブとして管理機能と流通機能を担い、広東省の 9
都市は政府主導のインフラ整備を基礎として工業生産に特化して発展してき
た。第二は、「農民工」と呼ばれる、中国内陸部の農村を出自とする農村戸
籍を保持した工業労働者で、工業地帯が形成される過程では多くが農村部に
生活拠点を残した「出稼ぎ」の形態をとっていた。その後、定住化の傾向を
示している。第三は、「三来一補」と呼ばれる、現地の地域住民によって経
営される法人格のあいまいな企業に対して、国際展開する外国企業が設備や
技術を供与しつつ発注する委託生産の形態である。産業集積に対する関心か
らは、特に、「前店後廠」の地域間分業による巨大都市（メガシティ）をと
もなう工業地帯の形成と、これとならんで中国特有の国内的移住労働者であ
る「農民工」による地域間労働移動とが重要な意味をもっている（若林
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1996）（関 2002）（園田 2008）（厳 2009）。
大韓民国のソウル首都圏は、全国の人口の約半数が居住するメガシティで
ある（4）。1980年代に工業化を完成させて以後、脱工業化の段階にある韓国
は、アジア市場に対して、ファッション・アパレルの情報を発信するととも
に商品を供給する役割を担っている。美術や服飾の高等教育を受けた韓国人
デザイナーによるアパレル製品は、中国東北部やモンゴルを出身地とする海
外移住労働者によって縫製される。大量生産された商品の流通が、ソウル市
内の歴史ある巨大な衣料品集散地を起点としてアジア全域へと広がってい
く。
4　人口転換と大規模な「人の移動」
（1）　人口転換と「農村から都市へ」
1960年代以降、中国及び東南アジアの諸国・地域は、力強い人口増加に
恵まれた。これは、「多産多死」から「多産少死」へという人口転換の結果
である。乳児死亡率が低下し、大人の寿命は延びた。それは、水道や電気を
始めとした生活インフラが整備されて公衆衛生の状態が改善し、食糧の生産
と流通が発展して栄養状態が良くなるとともに医療も整えられてきたからで
ある。
米作を基本とした東南アジア農村の多くは、1960年代以降、品種改良、
灌漑施設の整備、肥料投入など農業技術革新が進められ生産性の上昇を見た
（山田 1992）。農業のなかで労働力に余剰が発生すれば、貨幣収入を得るた
めに、農村内での農業外就労が増加するとともに都市への出稼ぎが行われ
る。また農産物市場をはじめとした市場的流通制度の整備は農業振興を促進
する条件である。
農村から都市への労働移動は、外国企業からの投資による第二次・第三次
産業の労働需要と呼応して、都市社会の拡大を促し、アジアに世界有数のメ
ガシティをいくつも出現させた。同時に、工業地帯における産業集積の人的
資源となった。こうした「人の移動」は、人口転換を一方の動因としなが
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ら、市場経済のグローバルな拡大における「資本の移動」をもう一つの動因
としている（Sassen 1990）。
人口増大をもたらす生活条件の向上には、生活インフラの形成が欠かせな
い。また、物流、交通、エネルギーや水資源の供給など産業インフラの整備
は、工業化・サービス化と都市形成を助ける外国企業の投資を引き寄せる。
こうした社会資本形成は、一方で国家の安定したリーダーシップが、他方で
積極的な有償・無償の開発援助によって促進される。国民の合意と政策の安
定をもたらす民主主義と、国際経済協力の条件である平和とは、国際社会の
普遍的価値であるだけでなく、人民の生活の安定と向上という実利をもたら
す。
（2）　国境を越える「人の移動」とケア・サービス
新興国では、強力な人口増大が、農村から都市へという社会移動を生み出
している。もう一つ、これとは異なる人口動態を見せる地域もある。日本や
韓国など工業化を完了した地域では、「少産少死」への転換が進んで、1990
年代に入るや少子化への対策が政策課題となった。高学歴化とも相俟って、
作業労働やケア・ワークにおける労働需給の逼迫は慢性的となった。この、
国・地域ごとに異なる人口動態が、さらに国境を越えた「人の移動」を創り
出した。今や、国境を越えた人口移動が未曽有の勢いを見せている。
農業生産性の向上から、農村の多就労化と都市への労働移動は、東アジ
ア・東南アジアに幅広く見出される。この移動人口に就労機会を与えるだけ
の規模で、都市化や工業地帯形成が進んでいるかどうかは、人口動態を観察
する上で大きな事柄である。国内に雇用機会があるならば、都市・工業地帯
で製造業とサービス業が拡大し、所得機会によって中間層が拡大して大衆的
な消費市場が生み出される。2010年代のジャカルタがその一例である。し
かし、国内に雇用機会を見いだせない移住労働者は、海外へと向う。国民の
約 1割が海外で就労し、GNPの約 1割が海外からの送金によって占められ
る 2010年代のフィリピンがその一例である。フィリピンは、人口転換に
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よって生産年齢人口が拡大しているだけでなく、年齢中位値がアジア新興国
中で比較しても低い。一方、学校教育制度が普及しており就学率はアジア新
興国で比較的に高い。このように人的資源が量的にも質的にも豊富でありな
がら、移住労働者の送り出し国となっている。インフラ整備の遅れにより十
分に海外投資を引き寄せられないことが解決課題と見られる。
その一方で、高齢化と少子化によりケア・サービスの需要増大に供給が追
いつかない日本や韓国では、アジア新興国からの移住労働者の受け入れによ
るケアの充足が現実的な課題となっている。これらの国・地域にとって、移
住者に対して公正な労働基準を実現するだけでなく、条件の良いケア・ワー
クの機会を供給することは、国家を超えた地域のなかで存続していくための
条件である。
（3）　生産分業の国際展開、ケア・サービスの国際的配分と天然資源
東アジア・東南アジアでは、1970年代に韓国、台湾、香港、シンガポー
ルというアジア NIEsが工業化を進め、1980年代以降は、東南アジアと、
沿海部を中心とする中国において工業化が進行した。1990年年代以降は工
業生産の中心が東南アジアと中国に移動し、1997年のアジア通貨危機以降、
特に 2000年代には中国が世界的な工業国としての地位を確立した。しか
し、2010年ごろからは、中国から東南アジアへと世界的な製造業の投資先
が転換している。沿海部で産業化と都市化が進んだ中国には、内陸部の開発
へ向かう政策的な動きがある。
中国では、こうした産業化が進行する一方で、1979年以降、計画経済と
一体化した強力な管理体制を構築して人口抑制を図ってきた（若林 1989）
（1996）。そして、人口増加は近い将来において終了すると見られている。
今世紀なかばには東アジア・東南アジアの広い地域で高齢化が進行するとい
う予想も行われており（ADB 2012）、年金など社会保障制度の再構築が求
められているだけでなく、ケア・サービスの国際的な配分が問題化する可能
性がある。工業化を進める段階では、企業にとって生産拠点の国際的な配置
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と展開が課題となり、開発政策には外国投資の誘致・受け入れが課題となっ
た。そして、東アジア・東南アジアで高齢化の進行が予想されるならば、ケ
アの需要を充足するために、ケア・サービスの国際的な配分が考察の対象と
なってくる。このように、工業労働力であれ、ケア・サービスであれ、人的
資源には超国家的な地域を視野に収めた認識が求められている。
作業労働力やケア・サービスなど人的資源だけでなく、エネルギー資源を
はじめとする天然資源についても、超国家的な認識が必要である。天然ガス
は、それ自体が燃料であるとともに、火力発電によって電気を作り出す、今
日の産業社会における代表的なエネルギー資源である。現在は、もはや単な
る国際的な売買取引の対象ではなく、ブルネイ、東マレーシア、インドネシ
ア各地などに見られるように、開発輸入を取引の主要な形態としている。多
国籍的な投資主体による資源探査から、大規模な資源化設備、輸送設備など
へのシステム的な開発投資を前提とし、その長期間にわたる継続運用によっ
て、工業生産や都市生活に供給されている。天然資源が国境を越えることに
よって、国境をまたいだ社会の双方に巨大な生活機会をもたらしている。
東南アジアの核心ともいえるインドシナの大メコン流域地域（GMS）に
対する国際協力にもとづく開発事業では、国境を越えて 6か国以上を結合
する道路と橋梁の建設が行われているだけでなく、国境を越えた移住労働を
予想して工業地帯の形成と企業立地が進められている。
こうした国境を越えてインドシナを一体と見る地域開発の国際協力の好対
照として、海域東南アジアには、ひとつの国土を性格の異なる複数の地域か
らなる複合体と見る発展戦略がある。インドネシア共和国政府の「2011年
から 2025年、インドネシア経済発展の加速および拡大のためのマスタープ
ラン」は、日本の 5倍という国土面積をもつインドネシアを、地域社会の経
済特性にしたがって 6地域に分け、それぞれに異なる役割を期待して体系的
な開発計画を立案している。「ジャワ経済回廊」には、この国の工業化と
サービス化を牽引する役割が期待されて、都市形成と交通網の整備が進めら
れる一方、「スマトラ経済回廊」「カリマンタン経済回廊」は、天然資源、特
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にエネルギー資源と鉱物資源の供給地として地域社会の発展が図られる。ま
た「スラウェシ経済回廊」「バリ・ヌサトゥンガラ経済回廊」「パプア・マル
ク諸島経済回廊」では、エネルギー資源と鉱物資源の開発だけでなく、農
業・水産業など第一次産業の振興が企図され、食糧供給を支える働きが期待
されている。資源という視点からすれば、国民国家はもはや障壁でも単位で
もない。
5　地域内の多様性と言語・宗教
（1）　大きな差異と共存という課題
デュルケーム、ヴェーバー以来、社会学は、価値を概念枠組の中心に据
え、差異の観察による比較を方法としてきた。異質な価値にしたがって生き
る他者の論理を理解し、差異の大きな他者との間に相補的・互酬的な関係を
構築することは、この地域に与えられた人類的な課題である。
東アジア・東南アジアという地域は、ヨーロッパなど統合の進む他の地域
と比較して、言語、宗教などで異質性、多様性が高い。それぞれ相異なるい
くつもの語族に属する多様な言語が伝承され、また、インドネシアおよびマ
レーシアのイスラーム、インドシナの上座部仏教、フィリピンのカトリック
など、各国で多数派となっているのは、異なる世界宗教である。
国や地域における多言語状況は、東南アジアでは普通に観察される。583
以上の言語が話されているインドネシアでは、インドネシア語が国語・公用
語である。しかしそれはスマトラ島、マラッカ海峡周辺における交易語だっ
た Bahasa Melayuをもとに制定された国語であり、母語話者の規模からす
れば少数派である。首都ジャカルタのあるジャワ島だけでも多数の地方語が
通用しており、ジャワ島西部ではスンダ語の母語話者が多い。
フィリピンには 110余りの言語がある。国語であるフィリピノ語はルソ
ン島中部の地方語であるタガログ語をもとに制定された。タガログ語を母語
とするのは 2200万人、国民の 4分の 1で、第二の地方語であるセブアノ語
はタガログ語に匹敵する話者人口を持つ。第三のイロカノ語は歴代大統領の
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母語である。このほかヒリガイン（イロンゴ）語、ビコール語、ワライ語、
カパンパガン語、パンガシナン語を加えた 8言語は話者人口が多い。
海域におけるインドネシア語、また同じ Bahasa Melayuをもとにするマ
レーシア語、またフィリピノ語は同じ語族に属し、単語の発音に声調を持た
ず、文法が類似している。それに対して、インドシナの諸語は、単語の発音
に声調をもつ。インドシナ 5か国の国語を見ると、カンボジア語、ラオス
語、タイ語、ミャンマー語はそれぞれが独自の文字を持ち、ベトナム語はラ
テン・アルファベットを用いる。このように、EU諸国のようにインド・
ヨーロッパ語族に属する言語が大多数を占め、多くがラテン・アルファベッ
トで表記されるヨーロッパとは、大きく事情を異にしている。
EUを構成する諸国は、宗教的にはキリスト教を多数者とする世界と言っ
てよい。東アジア・東南アジアにおいては、言語の多様性だけでなく、宗教
の多元性もまた余りに大きい。インドネシアにおけるムスリムは 2億人と
いう規模をもっており、これは全世界のムスリムを国別に数えた場合、パキ
スタンの 1億 7千万、インドの 1億 6千万人、バングラデシュの 1億 5
千万を上回って最大である。マレーシアはイスラームを国教と定めている。
フィリピンでは、カトリックが人口の 83パーセント、「その他のキリスト
教」が 10パーセントを占める。ミンダナオ島ではムスリム住民によって分
離独立・自治を求める運動が強力である。またインドネシアのイスラーム
や、フィリピンのカトリックは、それぞれの形態で、反政府的な大衆行動を
結合するシンボルとなる。ミャンマー、タイ、カンボジア、ラオスでは上座
部仏教が多数派である。インドシナの少数民族にはムスリムが少なからず存
在して、政治的行動に影響を及ぼすこともある。東南アジアの華人の間で
は、儒教的な祖先崇拝と大乗仏教が信仰されており、華語とともにエスニッ
ク・アイデンティティの中核となる。
言語は意識活動の根底にあって構成的な働きをしている。宗教は世界観の
基礎と深く関わっている。東アジア・東南アジアでは、さまざまなライフス
タイルを伝承する人々が働き暮らしており、ますます国境を越えて移動し定
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住しつつある。多様なライフスタイルをもった人々が共存していくために
は、意識の深層にあって行動の潜在的パタンを維持している価値システムに
ついての理解が欠かせない。その手がかりとなるのが、意識活動と世界観の
中枢にある言語と宗教である。
（2）　人口・資源・環境の経済社会学と世界宗教
人は、自然環境に由来する資源を処理して、自然環境との調和のもとに存
続している（Meadows et al. 1972）。資源とは、社会生活の持続にとって肯
定的な価値をもつ対象のことである。人間は自然環境から受動的に資源を与
えられると考えがちだが、ある事物が資源であるか否かは、自然的対象に対
する人の価値づけによっている。なんらかの物体が廃棄物となるか、再生資
源となるかは、人間の側の態度によって決まる。
人間は自然環境への働きかけによる資源処理を通じて存続している。社会
を形成する連帯のなかで、社会生活のあり方は分化し多様化していく。人の
数量の動態を対象とする人口論と、居住など生活の形態を対象とする社会形
態学は、社会学の出発点である（Mauss 1926）。社会を構成する人々の、数
量の時間的な変化である人口動態、空間的な分布とその変化である人的移動
が、環境のなかにおかれた人口を考察する手がかりとなる。
人間社会の分化・多様化と資源処理による存続を実現するのが、交換的な
社会関係である（Mauss 1923–1924）。人と人の間における資源の移動が交
換である。個々の資源は、地球上に一様に分布しているわけではない。それ
ゆえ、人は、自らが多くもっている資源を他者に与え、その代わりに自らに
乏しい資源を受けとる。この、互酬的・相補的な交換関係が、分化して異質
な者どうしとなった人間社会に連帯をもたらす。人間社会は、当初、贈与交
換から平和な互酬性を発展させた。しかし、贈与交換は、それ自体のままで
は、西太平洋におけるクラの交換や、北太平洋沿岸におけるポトラッチのよ
うに、資源の効率的な配分と処理からは程遠い非合理的なものである。人間
は合理化された交換関係の体系として市場を発展させ、これを通じて有機的
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連帯を深めてきた。社会発展と連帯の深化によって、ますます社会は分化し
多様化する。そして、交換には、分化したものを更に大きく統一する互酬
性・相補性がある。この統一力が社会を形成する。
社会が分化して人間生活が多様化するなかで、世界観と価値観の差異は大
きくなった。異質な人々どうしの相互理解は、言説を超越した体験によって
もたらされる。多様な宗教の根底には、言説を超越した体験がある。この体
験の共有が、対話と理解を可能にする。以上を明らかにするのが「経済と社
会」の視点と世界宗教への関心である。
6　東アジア・東南アジアに対する日本の産業社会
（1）　中国一極からアジア多極化へ
東アジア・東南アジアでは、国境を越えた企業活動の活発化による域内分
業の進展と、超国家的な市場経済の拡大・浸透によって、地域としての一体
化が進んでいるを明らかにした。それとあいまって、人口動態の変化をも要
因の一つとして「人の移動」がかつてない勢いで拡大している。ところが、
この地域は、世界的にも、言語、宗教、価値意識などの多様性・異質性が高
い。それでは、一体化しつつある東アジア・東南アジア地域に対して、現代
の日本社会はどのような関係にあるのだろうか。
国境を越えた企業活動の側面を見ると、日本企業によるアジアへの海外直
接投資は、中国一極集中から東アジア・東南アジア諸国への多極化に向かう
傾向を見せている。日本企業によるアジア地域への海外直接投資は、1970
年代以降、重化学工業化を進めてきた韓国、台湾などから、1980年代以降、
中国や ASEAN4か国（タイ、マレーシア、インドネシア、フィリピン）へ
と対象を広げていった。1997年のアジア通貨危機を経て、2000年以降は、
明確に中国に対する投資の比重が高まった。しかし、2010年前後から、
ASEAN4か国にベトナムを加えた 5か国など東南アジアの諸国へ投資先が
移動してきている（表と図を参照）。
日本企業は、2010年代以降、中国から東南アジアへと生産拠点の多極化
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図：中国から東南アジアへと変化する日本企業の投資先（単位： 100万ドル）
表：日本の国・地域別対外直接投資（国際収支ベース、ネット、フロー）
（単位： 100万ドル）
1995 2000 2005 2010 2011 2012 2013
アジア 8,447 2,132 16,188 22,131 39,492 33,477 40,470
中国 3,183 934 6,575 7,252 12,649 13,479 9,104
アジア NIES
　香港 334 △ 132 1,782 2,085 1,509 2,362 1,785
　台湾 414 △ 107 828 △ 113 862 119 330
　韓国 347 1,074 1,736 1,085 2,439 3,996 3,296
　シンガポール 676 △ 1,521 557 3,845 4,492 1,566 3,545
NIES4か国計 1,771 △ 686 4,902 6,902 9,302 8,043 8,955
ASEAN新興国
　タイ 935 593 2,125 2,248 7,133 547 10,174
　インドネシア 946 585 1,185 490 3,611 3,810 3,907
　マレーシア 371 △ 4 524 1,058 1,441 1,308 1,265
　フィリピン 1,061 510 442 514 1,019 731 1,242
　ベトナム n.a. 39 154 748 1,859 2,570 3,266
ASEAN5か国計 ̶ 1,723 4,429 5,058 15,064 8,967 19,854
　
インド n.a. 175 266 2,864 2,326 2,802 2,155
世界 　 22,651 31,534 45,461 57,223 108,808 122,355 135,049
〔資料〕「国際収支状況」（財務省）、「外国為替相場」（日本銀行）、「日本の直接投資」
（日本貿易振興機構）などより作成。
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を進めるだけでなく、生産財および消費財の販売市場もまた東南アジアへと
重点を移動させている。その典型を、インドネシア、フィリピン、ベトナム
に見ることができる。これらの国では、多産多死から多産少死への人口転換
が生じて、豊富な労働力人口に恵まれ、成長のための人的資源を得た。交
通・運輸と水・エネルギー供給のためのインフラ整備を課題として、産業集
積を形成しつつある。急速な人口集中が生じている都市とその周辺における
工業化・サービス化の進展は、中間層の拡大をもたらして、大衆消費市場が
出現している。
中国は、一国の経済規模でも、消費市場の成長性でも、すでに地球的規模
の存在である。そして、産業化の重点は、「西部大開発」が 2000年に本格
的に始動したことからも伺えるように、沿海部から内陸部、中西部へと移動
している。さらに、海外企業にとって沿海部の人件費コストは上昇し、ま
た、人口減少への転換が予測されていて、海外からの投資を引き付けてきた
有利性が失われつつある。中国内の消費市場は今後も強い成長性をもつが、
しかし、日本企業から見れば、自動車や電子機器の市場を典型とするよう
に、アメリカ、ヨーロッパ、韓国、日本の諸企業の間で厳しい競争が繰り広
げられており、電子機器などの分野では中国内のメーカーが有力な競争者と
して参入している。
（2）　日本企業の韓国メーカーに対する関係の変化
全世界の消費市場、特に成長する東アジア・東南アジア市場では、韓国
メーカーの躍進が著しい。一方で、日本企業は電子機器・情報機器で国際競
争力を喪失しており、また中国の自動車市場では欧米メーカーと韓国メー
カーとの競争にさらされている。販売・流通の側面でも、資源開発、建設、
インフラ整備などの投資事業でも、新興国市場で韓国の総合商社が有力な競
争者となっている。
日本企業は、東アジア・東南アジア市場における首位の競争者としての地
位を失った。むしろ、今後は、成長力ある韓国メーカーに対しては素材・部
―312―
品や基礎技術のサプライヤーとして行動しようとしている。日本の繊維・化
学品・素材メーカーが韓国内に炭素繊維の工場を設立したのはその典型的な
一例である。また、鉄鋼メーカーや電子部品メーカーが、韓国の主要な同業
者に対して対等の業務提携を結ぶ事例が見られる。
7　グローバリゼーションにさらされる日本の労使関係と地域社会
（1）　決定的となった企業別労働組合の影響力喪失
日本国内における労働市場と労使関係は、大きく変貌しつつある。1960
年代に労働者の賃金決定に強い影響力を持っていた日本の労働組合運動は、
影響力低下と機能縮小を続け、1990年代にはそれが決定的となった（中村
2009）。日本の雇用労働者の賃金水準は、春季、大企業の経営者と企業別労
働組合との協議によって決定され、それが「賃金相場」と呼ばれて、労働者
各階層へと階層間格差を反映しながら波及していく。2014年以降、「賃金相
場」は、政府によるマクロ経済政策運営の視点からの名目賃金上昇の要請
を、経営者団体が受け入れるという形態で決定される仕組みが明確となり、
日本の労働組合は疑いなく賃金水準決定への影響力を喪失した（5）。現在の
日本の労働市場は、政府・労働組合・使用者団体の三者合意 tripartite 
agreementではなく、政府と使用者団体による二者協議によってコントロー
ルされている。企業別組合は、産業内・企業内における賃金分配が決定され
る時のパートナーという地位を占めている。産業内では、業績や競争力の企
業間の差にしたがって賃金水準に差が生じ、企業内では、各企業の人的資源
管理の必要に応じて従業員間の報酬の違いが決定されている。
このような社会構造のなかで、現代日本の労働者にとって、集団主義はも
はや権利擁護の手段とはならない。1960年代、1970年代に農村から移住し
て都市や工業地帯で働くようになった世代の労働者は、会社や企業別労働組
合を擬似的共同体と見なし、経済的にも心理的にもそこに依存した。しか
し、現代日本における企業と労働の現実は、労働市場におけるサービスの販
売者として合理的に振る舞うことを労働者個人に課している。
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一方、新興国において輸出志向的な工業化を支える主要な労働力は、工業
地帯で単純労働に携わる農村出身の国内的移住労働者である。こうした単純
労働者は、労働運動を組織して対抗するよりも、むしろ自主的な労働移動に
よって労働条件の向上をはかろうとする傾向がある。また、インドネシアと
フィリピン、またベトナムを始めとしたインドシナの後発的な新興国など、
生産年齢人口の増大が顕著な国では、国境を越えた労働移動が、広く見られ
る。労働者は、出稼ぎであれ、企業間の労働移動であれ、人間的権利として
の「移動の自由」を行使することによって、生活水準の維持と向上をはかる
ことができる。
（2）　日本産業社会の課題と「人の移動」
企業活動がグローバル化する一方で、日本における少子高齢化は止まるこ
となく進行している。都市への人口移動は極限までの進行を見せており、農
山漁村では地域社会の消滅が現実となっている。特に出生率の高い年齢層の
若年女性が都市へと移動する傾向が、地域コミュニティの維持・存続に対し
て深刻な影響を与えている。こうした少子高齢化と都市化、そして女性の雇
用労働者化は、決定的なケア・サービスの供給不足をもたらしている。労働
市場を対外開放して、雇用機会・生活機会をアジアの人々と共有すること
が、一つの方策として考えられている。しかし、日本社会には、そのための
十分な制度的枠組みができていない。単純労働者の受け入れは原則として行
わないとする一方で、日系人と「技能実習生」が単純労働に携わっている。
2004年以降の韓国における雇用許可制と、2008年に制定された多文化家
族支援法については、韓国内でもさまざまな議論があると伝えられている。
雇用許可制が、政策立案者が期待したほどは労働者保護的になっていないの
ではないか、また、多文化家族支援法の政策的な帰結が、中国やベトナムな
どアジア新興国を出自とする女性、および彼女たちと韓国人との間に出生し
た子どもの同化となっており、本来の多文化社会形成ではない可能性があ
る、といった、韓国の言論人による批判である。しかし、少なくとも、国家
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が問題の存在を公式に認めて、法的・制度的な枠組みを整備している点で
は、日本政府の取り組みよりも先進的である。
「移動の自由」という権利を保障して「人の移動」を促進するとともに、「人
の安全保障 human security」（Sen 2002）を実現することが、産業のグロー
バル化と地域間移動が進む東アジア・東南アジア地域の課題であるとの議論
がある。「人の安全保障 human security」が、一元的な政府による社会保障
ではなく、市場的な交換という対等で平和的な互助的関係を基本に、非政府
組織など市民的な自主組織も加わった多様な活動として構想されている。
以上から、日本産業社会の課題を指摘できる。まず、グローバル化の進展
と人口転換への対応として、労働市場の対外的な開放について検討すること
である。次に、働き方が大きく多様化してきているだけでなく、さらに多様
なエスニシティ、性別、年齢の人々がともに働く社会へと進化するなかで、
個々の労働の価値を評価する説得力あるルールを制度化することである。そ
して、知識社会では、情報通信と情報処理が大規模化・高速化し、イノベー
ションが価値を生み出している。個人の意思による労働移動が活発化するな
かで、柔軟性と安定性の両立をはかるために、労働市場の機能を高めること
が課題となる。職業的な再教育・再訓練や、人と職業との新しい結びつきを
斡旋するサービスなど、安全かつ効率的に職業機会を提供するサービスの供
給が、公共部門と民間部門の双方で検討されることが求められている。
注
 （1） アジア政経学会や東南アジア学会による活動、アジア経済研究所による研究成
果などがその代表である。
 （2） 園田（2001）は、日本企業の海外進出についてデータを収集し、社会学の方法
を用いて経験的研究を進めている。
 （3） 珠江デルタ 9都市とは、広東省の省都である広州とそれを囲んで点在する深
圳、珠海、仏山、江門、東莞、中山、恵州、肇慶からなり、その常住人口を合
わせると 5646万 5千人（2011年）にのぼる。
 （4） ソウル特別市と周辺の諸都市をあわせたソウル首都圏の人口は、韓国統計庁の
2012年の値によれば全国の 49.4パーセントにあたる。
 （5） 経営者団体の行動については、日本経済団体連合会「2014年版経営労働政策
委員会報告」（2014年 1月）、同「2015年版経営労働政策委員会報告」（2015
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年 1月）などを参照。
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